
昨今、働き方改革に続き、DX（デジタルトランスフォーメーション）が社会
全体の「バズワード」になってきている。

そもそもDXとは、デジタルテクノロジーを活用し、ビジネス環境や顧客ニー
ズの変化に迅速に対応するとともに、サービス、ビジネスモデル等、経営の
変革を図ることであり、DXに企業が対応できているか否かは、その企業の経
営判断やビジネス戦略が評価される、といっても過言ではない。

そのような背景もあり、多くの企業が働き方改革に続きDXの方向に舵を切っ
ている現状だが、DXの実現に向けた確立された方法論はなく、企業ごとに手
探りで推進しているのが実態である。

本稿では、多くの企業がDXを推進するなかで陥りがちな課題を弊社の経験を
踏まえながらご紹介したい。
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～DXを推進するうえで、陥りがちな5つの課題

金融機関におけるデジタルトランスフォーメーション

ROI重視のシステム投資

従来、システム投資を判断する際に重視
される指標としてROI（費用対効果）が
最も一般的であるが、DX 案件におい
て、ROIを評価軸に投資判断をすること
は必ずしも正しい判断とは言えない。

ROIによる投資判断をする場合、収益向
上またはコスト削減が前提となってしまう。

しかしDXの主たる目的は、ビジネスモ
デルの変革や顧客満足度の向上であり、
それらが必ずしも収益向上やコスト削減
に直結するわけではない。

例えば、ROI重視の案件は「ある工程を
デジタル化することにより作業時間を
20%短縮する（その結果、人件費が年間
XX億削減される）」といった内容が多
くを占めるが、DX 施策は「顧客向け
Webサイトに、オペレーターとのチャッ
ト機能を追加することで、顧客のWebサ

イト滞在時間を20%増加させる」といっ
た内容が往々にしてある。顧客のWebサ
イト滞在時間が増加すること自体に直接
的な収益向上・コスト削減効果はない
が、新たな顧客体験の提供による顧客満
足度の向上や、潜在的な購買意欲の顕在
化をもたらすことも多く、そうしたデジ
タル活用によるプラスの顧客影響を期待
した案件こそ、DXで推進していく案件
と言えるだろう。

そのため、DX案件を評価するうえで重
要になる指標は「デジタルKPI」である
（図表1）従来のKPI（重要業績評価指
標）とDX推進に向けたKPIを区別するた
めに、あえてデジタルKPIと呼称してい
るが、前述のWebサイト滞在時間の増加
もデジタルKPIの一つである。こうした
デジタルKPIが適切に設定され、そのKPI

と自身の業務についての関係性を企業が
理解しなければDX案件の推進と評価は
難しい。

実際にDX案件を立案するにあたり、予
算の獲得も現実問題として必要になって
くる。予算獲得、或は予算決定後の案件
優先度付けの場面で陥りやすい課題とし
ては、DX案件としてあらゆる案件がエ
ントリーされる、という状況である。
原因はDX案件の定義付けが曖昧である
ことが多い。「デジタル活用」という
ワードに踊らされ、多くの事業部門がシ
ステム開発関連の案件をすべてDX案件
であると主張してしまうのである。

こうした事態を避けるためにも、明確な
DX案件の基準を定義し、周知すること
が大切である。DX案件の定義は、シス
テム投資による利益享受者が顧客である
案件や、データアナリティクス関連の案
件等、基準は各企業のビジネス戦略に
よって様々であるが、その基準に該当す
るものだけをDX案件と判断するのが望
ましい。

DX案件とするものは必ず適切なデジタ
ルKPIが設定されているかを確認するこ
とが重要である。案件としての条件は満
たされていたとしても、適切なデジタル
KPIが設定されないものはDX案件として
は潔く落とすべきである。

技術ありきの案件立案

AI、ブロックチェーン、クラウドなどと
いったデジタル新技術は、年々加速的に
金融業界に参入してきているが、これら
を上手く使いこなしている事例はまだ少
ない。

新技術の導入は、DX施策としてキャッ
チーかつ説明しやすいこともあり、多く
のユーザ部門でPOCに取り組むが、実現
したい業務の観点での検証となっておら
ず、結果として実運用に至らないことが
多い。

実現したいビジネスや業務の目的・目指
すべき姿を描いた上で、それを達成する

ために、その技術がかならず必要である
かを見極めたうえで、案件立案すること
が必要である。

ウォーターフォール型の案件推進

DXという命題の元、全社的に取り組み
を推進している企業も多いことと思う
が、あまりに壮大なテーマを掲げたがゆ
えに、計画立案段階で多大に時間を要し
過ぎてはいないだろうか。

確かに、企業の目的のひとつが営利活動
である以上、ビジネス戦略として成り立
つか否かという点は、その取組みを行う
に当たり重要な観点ではある。また、新
技術もその有用性がまだ実績として示さ
れていない中、それを採用することに対
しては慎重な判断とならざるを得ないの
も事実であろう。しかしながら、顧客の
ニーズがこれまで以上のスピードで変容
し、日々新たな技術が生まれる昨今の時
流においては、従来のように入念な計画
立案のもとに取組みに着手するウォー

ターフォール型の案件推進では、ようや
く方針が定まった時点で、前提とした顧
客ニーズやデジタル技術が既に陳腐化し
たものとなりかねない。

経産省のガイドラインでも定義されるよ
うに、DXにおける変化の源泉が「顧客
や社会のニーズ」である以上、その答え
をもっているのもまた顧客(社会)であ
る。であるならば、答えをもたない企業
側において、正解(と思われる)答えの想
像にあまりに時間をかけ過ぎるべきでは
なく、多少答えに自信がなくともクイッ
クに顧客へ提示し、答え合わせを行いな
がらアジャストしていくアジャイル型の
アプローチが、DX推進における本質と
言える。

このことは新技術の観点においても同様
であり、実績がなく現時点ではどの技術
が正解であるかの判断が困難であるなら
ば、簡易的なPoC（技術検証）を行いな
がら短期間でクイックにリリースし、そ

の時々に応じた最適解を都度選択してい
けばよい。誤解を恐れずに言えば、多少
なりとも失敗することを前提とし、その
際の損失を最小化するために小さい規模
で少しずつTrial&Errorを積み重ねていく
ことが、DX推進における成功要因の一
つである。

案件推進を支える体制不足

前述したアジャイル型のアプローチは、
短いスパンでTrial&Errorを継続すること
が肝要であり、そのような進め方は旧来
の業務部門、システム企画部門、開発部
門が直列型に関係しあう組織では、業務
とシステムの相互理解やコミュニケー
ションに時間を要するため実現が難し
い。実現に向けては、システム企画部
門、開発部門を業務部門の中に組み込
む、三位一体型モデルへの変換が有効で
ある（図表2）。この三位一体型の推進
体制とすることで、業務サイドと開発サ
イドの相互理解を促進し、デジタル化を
スピーディに実現できるメリットがあ

る。スムーズなDX案件の推進には三位
一体型組織への変革と、並行した人材確
保もしくは人材育成を行うことが肝要で
ある。

制度が伴わない

デジタル化を進めるだけでは、DXの効
果は十分に得られない。勤務形態や人事
評価などの社内制度改革も並行して行う
必要がある。

例えば、テレワークを可能とするための
在宅勤務やフレックス勤務制度の改革
や、デジタル化を下支えするデジタル人
材の採用・育成を行うための人事制度の
整備（キャリアパスの定義、減点方式か
ら 加 点 方 式 へ の 評 価 基 準 の 見 直 し な
ど）がなければDXの継続・定着化は図
れない。

単なるIT変革のみならず、ビジネス変革
も推進できる企業が、真にDXの恩恵を
受けると言えるだろう。

最後に

DXの推進にあたっては、前述5点の課題
解消が必要であるが、最も重要な点は、
従来のROI重視の投資から、デジタル
KPIを重視した投資へいかに切り替えら
れるかである。企業活動において、ビジ
ネス維持やROIに鑑みた投資は必要不可
欠であるが、限られた予算の中でDXを
推進する以上、DX案件と引き換えに他
の案件を切り捨てなければならなくな
る。そうした取捨選択を正しく、迅速か
つ円滑に行うためにも、企業の意識変革
は前提条件であり、これを実現しない限
り、真のＤＸは実現できないと感じている。

弊社の経験に基づく本稿が、今後の金融
機関のデジタルトランスフォーメーショ
ンの一助になることを期待したい。

（ＤＸ）の要諦
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図表1  デジタルKPIについて
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欧州で先行するオープンバンキ
ングの状況

欧州では、金融機能を提供する銀行とそ
れらの機能を利用する非金融事業者のい
ずれもオープンバンキングを大きなビジ
ネスチャンスと捉えており、取り組みが
先行している。

· BBVAはAPIマーケットを立ち上げ、
サードパーティーに対し自行＋外部
サービスのAPIやサンドボックス環境
を提供している。多数のサードパー
ティーがBBVAの金融サービスを自社
サービスに組み込んで利用する状況を
作り上げており、BBVAは他社サービ
スをチャネルとして活用することで自
社サービスを幅広く展開することに成
功している。

· Raisinは欧州各国の銀行が提供する定
期預金を比較するマーケットプレイス
を展開しており、銀行各行が提供する
APIを活用することで、単なる預金の
比較に留まらず、資金の預け入れや残
高の管理をシームレスに行うことがで

きる利便性の高いサービスを提供して
いる。既に100億ドルを超える預金を
仲 介 し て お り 、 欧 州 最 大 規 模 の
Fintechへ成長している。 

このように、自社の強みと他社の価値を
融合した優れたサービスを提供する銀行
やFintechが成長しており、オープンバ
ンキング市場は年率25%の成長が期待さ
れている*1。

日本でも改正銀行法の施行から間もなく
2年が経過し、いよいよオープンバンキ
ング市場が本格的に立ち上がることが期
待され、銀行は従来型の自社完結型の
Bankではなく、エコシステムの一員と
して金融機能を提供するBankingサービ
スプロバイダーへの変革が求められている。

BaaS提供により生まれるビジネ
スポテンシャル

前項の欧州における成功事例に見たよう
に、銀行がBaaSを提供するにあたって
は、BaaSを取り巻くオープンバンキン

グエコシステムに対して、機能でなく価
値を提供することが重要であり、この点
は日本のオープンバンキング市場におい
ても変わりはない。本稿では、銀行が
BaaSを通じて提供可能な価値として3つ
のビジネスポテンシャルをご紹介する。

①  既存金融機能の高度化

1点目は、提携先事業者との情報共有に
よる既存金融機能の高度化である。

例えば、融資は一般に顧客体験として購
買行為と組み合わせることが容易であ
り、提携先事業者目線では極めてニーズ
が高い機能であるが、消費者目線では
「必要があっても絶対に借入れはしたく
ない」という利用者が過半数を占め*2、
大きな心理的ペインが存在している。

個々の提携先事業者が膨大に蓄積してい
る顧客情報を、BaaSをハブに集約・統
合することができれば、断片的な情報が

価値ある情報へと昇華し、従来アクセス
できなかった情報に基づく新たな与信モ
デルの提供が可能となり、提携先事業者
はデータの活用やマネタイズが可能と
なる。

こうして実現する新たな与信モデルは、
安心（理解）して安全（リスクコント
ローラブル）に融資を受けられる顧客体
験を重視した融資スキームや、審査に伴
う負担感軽減を通じて消費者のペインを
和らげ、BaaSを通じた提携先事業者に
よる融資の積極展開につながる。

②提携先業種を問わないエコシステムの
構築

2点目は、非金融業界だけでなく金融業
界すら含めたエコシステムの構築であ
る。BaaSの提供先は必ずしも非金融事
業者に限らない。

銀行と競合関係にあるFintechは、ベン
チャーという性質上幅広くサービスを提

供するというよりは特定のサービスに事
業を集中する傾向にあるが、QR決済や
ロボアドバイザーといった単体のサービ
スでの成長には自ずと限界がある。そう
した限界をブレークスルーするための
パートナーシップは銀行とFintechの双
方にとって大きな可能性を持つ。また、
同じ銀行同士であったとしても、それぞ
れが得意とする商品・サービスを融通し
あうといった相補関係を築くことは十分
に可能である。

業種を問わず、それぞれの強みを活かし
たエコシステムを構築し、拡がりのある
ビジネス展開を模索することが、銀行と
提携先事業者の双方にとって新たな収益
源の獲得につながる。

③エコシステムの総力を挙げた新しい金
融機能の実現

3点目は、BaaSプラットフォームを共有
するオープンバンキングエコシステム全

体の力を活用して、既存の金融機能の枠
を超えたサービスを提供することである。

ホテル利用におけるデポジット、不動産
賃貸契約における敷金、病院への入院や
手術時の身元保証など、企業が消費者の
信用度を正しく把握することができない
ことに起因して、消費者が不便・不満・
不安を強いられる構図は世の中に数多く
存在している。

従来、こうした場面においては金融機関
が提供する保証サービスが一定の役割を
担ってきたが、これに代わる機能とし
て、オープンバンキングエコシステムを
構成する事業者がそれぞれ一定ルールの
下に消費者をスコアリングし、企業間で
有機的に消費者の信用を補完するといっ
た仕組みが考えられる。従来銀行が担っ
てきた機能をオープンバンキング全体で
担うという発想であり、この延長線上に
は、エコシステムの集合知を提供して対
価を得る情報銀行といった形態も視野に
入る。

従来のKPIに加え、顧客体験向上に寄与するデジタルKPIの設定が重要

デジタルKPI

従来のKPI

· Webサイトにおける顧客滞在時間xx%増加
· 顧客満足度スコアxx%向上
· 顧客への接触回数xx%増加
· 顧客への情報提供頻度xx%向上
· 事務手続きのリードタイムxx%短縮

· 収益xx%向上
· 預り資産xx%増加

収
益
向
上

コ
ス
ト
削
減…

· 人件費xx%削減
· 販促コストxx%削減

…

…
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図表2  三位一体型の組織構造

ROI重視のシステム投資
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される指標としてROI（費用対効果）が
最も一般的であるが、DX 案件におい
て、ROIを評価軸に投資判断をすること
は必ずしも正しい判断とは言えない。

ROIによる投資判断をする場合、収益向
上またはコスト削減が前提となってしまう。
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例えば、ROI重視の案件は「ある工程を
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ト機能を追加することで、顧客のWebサ

イト滞在時間を20%増加させる」といっ
た内容が往々にしてある。顧客のWebサ
イト滞在時間が増加すること自体に直接
的な収益向上・コスト削減効果はない
が、新たな顧客体験の提供による顧客満
足度の向上や、潜在的な購買意欲の顕在
化をもたらすことも多く、そうしたデジ
タル活用によるプラスの顧客影響を期待
した案件こそ、DXで推進していく案件
と言えるだろう。

そのため、DX案件を評価するうえで重
要になる指標は「デジタルKPI」である
（図表1）従来のKPI（重要業績評価指
標）とDX推進に向けたKPIを区別するた
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実際にDX案件を立案するにあたり、予
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くる。予算獲得、或は予算決定後の案件
優先度付けの場面で陥りやすい課題とし
ては、DX案件としてあらゆる案件がエ
ントリーされる、という状況である。
原因はDX案件の定義付けが曖昧である
ことが多い。「デジタル活用」という
ワードに踊らされ、多くの事業部門がシ
ステム開発関連の案件をすべてDX案件
であると主張してしまうのである。

こうした事態を避けるためにも、明確な
DX案件の基準を定義し、周知すること
が大切である。DX案件の定義は、シス
テム投資による利益享受者が顧客である
案件や、データアナリティクス関連の案
件等、基準は各企業のビジネス戦略に
よって様々であるが、その基準に該当す
るものだけをDX案件と判断するのが望
ましい。

DX案件とするものは必ず適切なデジタ
ルKPIが設定されているかを確認するこ
とが重要である。案件としての条件は満
たされていたとしても、適切なデジタル
KPIが設定されないものはDX案件として
は潔く落とすべきである。

技術ありきの案件立案

AI、ブロックチェーン、クラウドなどと
いったデジタル新技術は、年々加速的に
金融業界に参入してきているが、これら
を上手く使いこなしている事例はまだ少
ない。

新技術の導入は、DX施策としてキャッ
チーかつ説明しやすいこともあり、多く
のユーザ部門でPOCに取り組むが、実現
したい業務の観点での検証となっておら
ず、結果として実運用に至らないことが
多い。

実現したいビジネスや業務の目的・目指
すべき姿を描いた上で、それを達成する

ために、その技術がかならず必要である
かを見極めたうえで、案件立案すること
が必要である。

ウォーターフォール型の案件推進

DXという命題の元、全社的に取り組み
を推進している企業も多いことと思う
が、あまりに壮大なテーマを掲げたがゆ
えに、計画立案段階で多大に時間を要し
過ぎてはいないだろうか。

確かに、企業の目的のひとつが営利活動
である以上、ビジネス戦略として成り立
つか否かという点は、その取組みを行う
に当たり重要な観点ではある。また、新
技術もその有用性がまだ実績として示さ
れていない中、それを採用することに対
しては慎重な判断とならざるを得ないの
も事実であろう。しかしながら、顧客の
ニーズがこれまで以上のスピードで変容
し、日々新たな技術が生まれる昨今の時
流においては、従来のように入念な計画
立案のもとに取組みに着手するウォー

ターフォール型の案件推進では、ようや
く方針が定まった時点で、前提とした顧
客ニーズやデジタル技術が既に陳腐化し
たものとなりかねない。

経産省のガイドラインでも定義されるよ
うに、DXにおける変化の源泉が「顧客
や社会のニーズ」である以上、その答え
をもっているのもまた顧客(社会)であ
る。であるならば、答えをもたない企業
側において、正解(と思われる)答えの想
像にあまりに時間をかけ過ぎるべきでは
なく、多少答えに自信がなくともクイッ
クに顧客へ提示し、答え合わせを行いな
がらアジャストしていくアジャイル型の
アプローチが、DX推進における本質と
言える。

このことは新技術の観点においても同様
であり、実績がなく現時点ではどの技術
が正解であるかの判断が困難であるなら
ば、簡易的なPoC（技術検証）を行いな
がら短期間でクイックにリリースし、そ

の時々に応じた最適解を都度選択してい
けばよい。誤解を恐れずに言えば、多少
なりとも失敗することを前提とし、その
際の損失を最小化するために小さい規模
で少しずつTrial&Errorを積み重ねていく
ことが、DX推進における成功要因の一
つである。

案件推進を支える体制不足

前述したアジャイル型のアプローチは、
短いスパンでTrial&Errorを継続すること
が肝要であり、そのような進め方は旧来
の業務部門、システム企画部門、開発部
門が直列型に関係しあう組織では、業務
とシステムの相互理解やコミュニケー
ションに時間を要するため実現が難し
い。実現に向けては、システム企画部
門、開発部門を業務部門の中に組み込
む、三位一体型モデルへの変換が有効で
ある（図表2）。この三位一体型の推進
体制とすることで、業務サイドと開発サ
イドの相互理解を促進し、デジタル化を
スピーディに実現できるメリットがあ

る。スムーズなDX案件の推進には三位
一体型組織への変革と、並行した人材確
保もしくは人材育成を行うことが肝要で
ある。

制度が伴わない

デジタル化を進めるだけでは、DXの効
果は十分に得られない。勤務形態や人事
評価などの社内制度改革も並行して行う
必要がある。

例えば、テレワークを可能とするための
在宅勤務やフレックス勤務制度の改革
や、デジタル化を下支えするデジタル人
材の採用・育成を行うための人事制度の
整備（キャリアパスの定義、減点方式か
ら 加 点 方 式 へ の 評 価 基 準 の 見 直 し な
ど）がなければDXの継続・定着化は図
れない。

単なるIT変革のみならず、ビジネス変革
も推進できる企業が、真にDXの恩恵を
受けると言えるだろう。

最後に

DXの推進にあたっては、前述5点の課題
解消が必要であるが、最も重要な点は、
従来のROI重視の投資から、デジタル
KPIを重視した投資へいかに切り替えら
れるかである。企業活動において、ビジ
ネス維持やROIに鑑みた投資は必要不可
欠であるが、限られた予算の中でDXを
推進する以上、DX案件と引き換えに他
の案件を切り捨てなければならなくな
る。そうした取捨選択を正しく、迅速か
つ円滑に行うためにも、企業の意識変革
は前提条件であり、これを実現しない限
り、真のＤＸは実現できないと感じている。

弊社の経験に基づく本稿が、今後の金融
機関のデジタルトランスフォーメーショ
ンの一助になることを期待したい。
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ングの状況
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ずれもオープンバンキングを大きなビジ
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· BBVAはAPIマーケットを立ち上げ、
サードパーティーに対し自行＋外部
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高の管理をシームレスに行うことがで
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仲 介 し て お り 、 欧 州 最 大 規 模 の
Fintechへ成長している。 
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開発部門はシステム子会社として切り出し、
業務・システム企画・開発部門を直列に配置

システム企画・開発担当を業務部門の
中に組み込み、組織として一体化

   各部門が直接関わりある
〝三位一体型〟組織構造
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三位一体型組織
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